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EUの欧州委員会と加盟国、欧州

議会は 8日、世界初となる人工知能

（AI）利用に関する包括的な規制

案について大筋で合意した。リス

クに応じて禁止を含む厳しい規制

を適用し、違反すれば巨額の罰金

を科すのが柱。加盟国と欧州議会

による形式的な承認を経て 2024年

初めに発効し、2 年後の 26 年内に

施行される見込みだ。 

同規制は社会や市民生活、経済

に大きな影響を及ぼすAIを基本的

人権などを守りながら適正に活用

していく環境を整備するのが狙

い。欧州委が 21年 4月に原案を発

表していた。 

合意した規制案では、基本的人

権、民主主義、生活への影響に基づ

き、AI利用がもたらすリスクを「容

認できないリスク」「高リスク」「限

定的なリスク」「最小限のリスク」

の 4段階に分類し、それぞれに規制

を設ける。 

「容認できない」は政府による

AI を用いた個人の信用度の格付け

（ソーシャルスコアリング）、職場

での感情認識、法執行を目的とし

た公共の場でのリアルタイムの顔

認証などが該当し、こうしたシス

テムや技術の利用は原則として禁

止される。 

「高リスク」は重要インフラや

企業の採用面接、医療、出入国審査

などで用いられるAIシステムが対

象。リスク軽減対策や、利用履歴を

当局がチェックできるようにする

ためデータを保存することなどを

求められる。加盟国の当局による

事前審査も義務付けられる。 

「限定的」では、言語分野で AI

技術を利用する「チャットボット」

などが対象で、自動応答プログラ

ムでAIが利用されていることを明

示することを義務付ける。生成 AI

が作ったコンテンツや、人物の動

画や音声などを人工的に合成する

「ディープフェイク」によるコン

テンツについて、その旨を明示す

ることも求められる。 

「最小限」に分類されるのは大

多数の AIシステムで、既存のルー

ルを満たしていれば新たな対応は

必要ない。 

防衛、研究開発のための AI利用

や、個人が非営利目的で利用する

場合は規制の対象外となる。規制

に違反した事業者は罰金が科され

る。罰金額は最大で 3,500 万ユー

ロ、または全世界の売上高の 7％の

どちらか高い方となる。欧州委が

新機関「AIオフィス」を設置し、規

制が順守や開発動向を監督する。 

同規制案をめぐっては、欧州委

の原案発表後にチャット GPTに代

表される生成AIの普及が広がった

ことや、欧州委・加盟国と欧州議会

の間でどこまで厳しく規制するか

意見が異なったため、調整が難航。

今回の協議では 6 日の合意を目指

していたが、紛糾して決着がつか

ず、9日まで 3日間にわたって毎日

10 時間を超える話し合いが続けら

れた。 

大きな焦点となったのは、法執

行を目的とした公共の場での顔

認証での利用。欧州議会が慎重

だった。最終的に、犯人逮捕やテ

ロの未然防止など重要事態への

対応に必要な場合限って、厳しい

条件付きで利用を認める妥協案

がまとまった。 

また、生成 AIなどに加え、あら

ゆる課題を人間以上の能力でこな

す「汎用 AI」も規制対象に加えるこ

とになった。問題が起きたときに

社会的影響が大きい汎用 AIには、

より厳しいルールを適用する。

チャット GPT や汎用 AI などの基

盤モデルが市場に投入される前

に、透明性に関する義務を順守す

ることも求める。 

新規制の詳細は今後数週間以内

に公表の予定。欧州委は関連事業

者に、規制が正式施行されるまで

自主的に規制内容を順守するよう

求める。 

<EUR11608> 
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欧州委員会は 6日、EUを離脱し

た英国と EU の間で輸出入される

電気自動車（EV）に関税を課す時期

を 3年先送りし、2027年 1月 1日と

することを提案した。24 年から関

税が課されることになっていた

が、自動車業界の要請に応じ、26年

末まで免除する。 

英国とEUが締結した離脱協定で

定められた通商ルールでは、EV を

EUが英国、英国がEUに輸出する場

合、EU または英国製の部品の使用

率が EV本体で 45％、バッテリーセ

ルとバッテリーパックで 50～ 60％

以上でなければ、24 年から 10％の

関税が課されることになっていた。 

欧州に拠点を置く自動車メー

カーの業界団体である欧州自動車

工業会（ACEA）は 9月、特にバッ

テリーは EU 域内で生産体制が十

分に確立されていないため、24 年

までに同条件を満たすのは「事実

上不可能」として、課税開始を 27

年まで遅らせることを求める声明

を発表。課税が予定通り開始され

ると、EUのメーカーは 3年間で総

額 43億ユーロの関税負担が生じ、

EV 生産台数が約 48 万台減少する

との見通しを示していた。 

欧州委はロシアによるウクライ

ナへの軍事侵攻、新型コロナウイ

ルス感染拡大による EV 用電池の

サプライチェーン確立が想定より

遅れているという理由で、課税の 3

年先送りを認めた。 

欧州委の提案は EU 加盟国と英

政府の承認が必要となるが、どち

らも支持しており、延期が確実と

なった。 

<EUR11609> 

欧州委員会は 6日、EUでの電気

自動車（EV）用電池の生産体制を

強化するため、域内のメーカーに

2024 年から 3 年間で最大 30 億

ユーロの補助金を交付すると発表

した。脱炭素化に向けて重要な役

割を果たす EV 普及で課題となっ

ている中国製電池への依存度を低

減することを念頭に置いた措置と

なる。 

補助金は EU 排出量取引制度

（EU－ ETS）からの収入で運営さ

れるイノベーション基金が拠出す

る。詳細は未定だが、欧州の「最も

サステナブルな」EV 用電池メー

カーが対象になるとしている。 

EU は域内での EV 用電池の生

産を支援する取り組みを強化し

ており、17 年に「欧州バッテリー

連合（EBA）」を立ち上げるなど

して、域内電池産業の育成を推進

している。 

<EUR11610> 

 

英・EU間のEV輸出入、課税が3年先送りへ 
関税を26年末まで免除 

EU、域内EV用電池業界の新支援策発表 
3年間で30億ユーロ助成 

 

FBCのロングリスト調査は  

① 貴社の案件に合う対象企業をヨーロッパ全土から探します 

② 全ての企業に貴社のプレゼン資料を送付 

③ その後メール・電話で興味の有無を1件1件確認します 

新たなビジネスパートナーを探します 

https://fbc.de/business/list_research/
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EU加盟国と欧州議会は 7日、「建

物のエネルギー性能指令」の改正

案の内容について合意した。2030

年までに新築物件の温室効果ガス

排出量をゼロにすることを義務付

けるのが柱。加盟国、欧州議会の形

式的な承認を経て施行される。 

欧州委員会によると、建築物は

EU 域内におけるエネルギー消費

の 40％、温室効果ガス排出量の

36％を占める。エネルギー性能指

令の改正案は、50 年の気候中立化

に向け、30年までに EU域内の温室

効果ガス排出量を1990年比で55％

削減する目標を達成するための政

策「Fit for 55」の一環として、欧州

委が 21年 12月に提案したもの。老

朽化したビルなどの改築を促進

し、断熱強化や冷暖房効率の向上、

照明の効率化などによって建物の

エネルギー性能を高め、温室効果

ガス排出量を実質ゼロに近づける

狙いがある。 

欧州委の原案では新築建造物の

排出ゼロ達成の時期について、公

共施設や商業ビルは 27年、住宅は

30 年までとしていた。加盟国と欧

州議会の代表による協議では、公

的機関が所有・借用・運用する新築

建物は 28年、それ以外は 30年 1月

からゼロとすることで合意した。 

このほか、合意案には◇加盟国

に対して、新築建物に原則的に 30

年までに太陽光発電施設を備える

ことを求める◇加盟国は住宅のエ

ネルギー消費を 30年までに 16％、

35 年までに 20 ～ 22％削減するこ

とを目指す国家計画を策定する◇

同削減のうち 55％以上は、省エネ

性能が最低水準にある物件のリノ

ベーションによって達成する◇化

石燃料を利用するボイラーを段階

的に減らし、40 年までにゼロにす

る──ことなども盛り込まれた。 

<EUR11611> 

 

EUが建物エネルギー性能指令改正案で合意 
新築の温効ガス排出、30年までにゼロへ 
EU加盟国と欧州議会の代表は 5

日、EU域内で販売される幅広い製

品を対象に、リサイクルの推進な

ど持続可能性を高めるための規則

案で合意した。EU閣僚理事会、欧

州議会による形式的な承認を経て

施行される。 

合意したのは、欧州委員会が

ため環境に配慮した製品設計を義

務付けた「エコデザイン指令」

（2009年施行）を改正したものだ。 

現行指令は冷蔵庫や洗濯機など

家電を中心に約 30 の製品カテゴ

リーを対象としているのに対し、

改正案はほぼすべての製品をカ

バーする。 

販売業者や修理・リサイクル業者

などが必要な情報にアクセスする

ことが可能になり、ライフサイク

ル全体で製品の修理やメンテナン

スがしやすくなる。 

また、新規則には製品の廃棄に

関する規定が盛り込まれており、

一定規模以上の事業者は年間に廃

棄した製品の数量や、廃棄方法、リ

サイクルの取り組みなどの情報を

開示しなければならない。 

対象製品には衣料、靴など繊維

製品のリサイクル推進規則案 
加盟国と欧州議会が合意 
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2022 年に発表した「持続可能な製

品のためのエコデザイン規則案」。

同規則は EU の成長戦略「欧州グ

リーンディール」の主要な柱であ

る「循環型経済行動計画」に基づ

き、2050 年までに域内の温室効果

ガス排出量を実質ゼロにして、循

環型経済への移行を実現する政策

の一環で、エネルギー消費抑制の

規則案によると、製品の耐久性、

再利用や改良・修理の可能性、エネ

ルギー効率などの基本要件を設定

するとともに、製品にひも付けら

れた部品ごとの詳細情報を記録し

た「デジタル製品パスポート」を製

品本体やパッケージなどに添付す

ることをメーカーに義務づける。

製品パスポートを通じて消費者と

製品や家具、鉄鋼、タイヤ、塗料、

情報通信機器などが含まれる見込

み。繊維、靴に関しては、売れ残っ

た製品を廃棄することが禁止され

る。欧州委が今後、細かいリストを

策定することになる。 

<EUR11612> 
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EU が導入を計画しているサイ

バーセキュリティー認証制度につ

いて、日本の関連企業が反発して

いる。ロイター通信は 5日、IT企業

を中心とする経済団体「新経済連

盟（新経連）」の三木谷浩史代表理

事（楽天グループ社長）が欧州委員

会のブルトン委員（域内市場・産

業・デジタル単一市場担当）に対し

て、見直しを求める書簡を送った

と報じた。 

サイバーセキュリティー認証制

度（EUCC）は、クラウドサービス

事業者を認証するもの。認証を取

得しなければ、EU域内の政府・企

業との契約で不利となる。EU機関

の欧州サイバーセキュリティー庁

（ENISA）が細則の策定を進めて

いる。 

同制度をめぐっては、域外企業

が認証を受けるためには、域内の

企業との合弁会社を設立しなけ

ればならないといった厳しい要

件が求められるため、米アマゾ

ン、グーグルの親会社アルファ

ベット、マイクロソフトなどが批

判している。 

ロイター通信によると、三木谷

代表理事はブルトン委員に宛てた

11月 28日付の書簡で、EU市場へ

のアクセスに対する「事実上の障

壁」だとして、制度の見直しを求め

たという。 

<EUR11613> 

 

 

欧州委員会は 7 日、バイオエタ

ノールをめぐるカルテル問題で、北

欧最大手のラントメネン（スウェー

デン）に約 4,770万ユーロの制裁金

支払いを命じたと発表した。 

欧州委は 2013 年、バイオエタ

ノールの生産、販売を手がける複

数の欧州企業が、資源情報配信大

手の米プラッツ社に虚偽の情報を

提供し、同社がまとめるバイオエ

タノール取引価格の指標を吊り上

げている疑いがあるとして、関係

各社への立ち入り調査を開始。実

態の解明を進めていた。 

本格的な調査の対象となったラ

ントメネン、スペインのアベンゴ

ア、ベルギーのアルコグループの 3

社のうち、アベンゴアは 2 年前に

2,000万ユーロの制裁を科された。

アルコグループは証拠が不十分と

して、今年初めに調査が打ち切ら

れていた。 

<EUR11614> 

 

バイオエタノール北欧最大手、EUがカルテルで制裁 

EUのサイバーセキュリティー認証制度、日本企業が反発 
新経連、欧州委員に見直し要求 

 

FBCのショートリスト調査は  

このデータをもとに即営業を開始できます 

① ロングリスト調査の結果、興味・関心を示した企業の担当者を割り出します 

② 当該企業の主な取引先や競合他社などのデータも入手します 

③ ショートリストとして提出します 

https://fbc.de/business/list_research/
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EU統計局ユーロスタットが 7日

に発表した 2023年 7～ 9月期の域

内総生産（GDP）の最新統計による

と、ユーロ圏の GDPは速報値と同

じ前期比 0.1％減で、3 四半期ぶり

のマイナス成長となった。輸出の

減少、最大の経済国であるドイツ

の不振が響いた。（表参照） 

前年同期比では横ばい。EUは前

期比、前年同期比ともゼロ成長

だった。4～ 6月期は速報値で前期

比 0.2％増だったが、0.1％増に下方

修正された。 

ユーロ圏GDPの前期比の伸び率

を分野別にみると、停滞していた

個人消費は 0.3％増と持ち直した

が、輸出が 1.1％減と落ち込んだ。

設備投資は横ばいにとどまった。 

主要国はドイツとフランスが

0.1％減。イタリアは 0.1％増、スペ

インは 0.3％増だった。フランスは

速報値で 0.1％増だったが、マイナ

ス成長に下方修正された。イタリア

はゼロ成長から上方修正となった。 

ユーロ圏の7～9月期成長率、輸出不振などでマイナスに 

前期比（カッコ内は前年同期比）

個人消費 公共支出 設備投資 輸出 輸入

ユーロ圏 0.3(-0.4) 0.3(0.5) 0.0(-0.1) -1.1-2.8) -1.2(-3.8)

EU27カ国 0.4(-0.3) 0.3(0.8) 0.2(0.2) -1.0(-2.5) -1.4(-4.2)

7～9月GDP・分野別伸び率（％）

<EUR11615> 

             EU統計局12月7日発表

22年 22年

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月

ユーロ圏 -0.1 0.1 0.1 -0.1 1.8 1.3 0.0 0.0

EU27カ国 -0.2 0.2 0.1 0.0 1.7 1.1 0.5 0.0

ベルギー 0.2 0.4 0.3 0.4 1.4 1.7 1.3 1.4

ブルガリア 0.6 0.3 0.4 0.4 2.7 2.4 2.0 1.8

チェコ -0.4 0.1 0.1 -0.5 0.1 -0.4 -0.4 -0.7

デンマーク 0.3 1.1 -0.9 -0.1 0.4 2.9 0.8 0.3

ドイツ -0.4 0.0 0.1 -0.1 0.8 -0.2 0.1 -0.4

エストニア -1.4 -0.8 -0.6 -1.3 -3.2 -3.8 -3.3 -4.0

アイルランド -1.6 -1.9 -0.4 -1.9 10.7 2.4 -0.4 -5.6

ギリシャ 0.9 0.1 1.1 0.0 4.2 1.9 2.6 2.1

スペイン 0.5 0.6 0.4 0.3 3.8 4.1 2.0 1.8

フランス 0.0 0.1 0.6 -0.1 0.8 0.9 1.2 0.6

クロアチア 0.3 0.9 1.5 0.3 3.3 1.6 2.2 3.0

イタリア -0.2 0.6 -0.4 0.1 1.6 2.1 0.3 0.1

キプロス 0.5 1.0 -0.4 1.1 2.8 3.2 2.2 2.2

ラトビア 0.6 -0.5 -0.3 0.2 1.6 -0.4 -0.8 0.0

リトアニア -0.5 -1.9 2.4 0.0 0.1 -2.3 0.7 0.1

ルクセンブルク -2.3 0.9 -0.2 -0.1 -2.4 -1.6 -1.4 -1.8

ハンガリー -0.8 -0.2 0.0 0.9 0.5 -1.1 -2.2 -0.3

マルタ 2.1 0.5 1.9 2.4 7.3 6.4 6.0 7.1

オランダ 0.7 -0.5 -0.4 -0.2 3.2 1.7 -0.2 -0.5

オーストリア -0.1 0.1 -1.1 -0.5 2.2 1.7 -1.3 -1.6

ポーランド -2.3 1.1 0.3 1.5 0.8 -1.4 -0.3 0.6

ポルトガル 0.5 1.5 0.1 -0.2 3.4 2.5 2.6 1.9

ルーマニア 1.2 -0.8 1.6 0.9 5.0 1.2 2.6 2.9

スロベニア 0.6 0.2 1.0 -0.2 1.0 1.1 1.7 1.6

スロバキア 0.2 0.2 0.4 0.2 1.0 0.9 1.2 1.1

フィンランド -0.6 0.1 0.4 -0.9 -0.3 0.1 -0.4 -1.2

スウェーデン -0.8 0.5 -0.8 -0.3 -0.3 1.5 -0.4 -1.4

EU・ユーロ圏の7～9月期成長率（％）

前期比 前年同期比

23年 23年
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EU統計局ユーロスタットが 6日

に発表したユーロ圏の 10月の小売

業売上高（速報値・数量ベース）は

前年同月比 1.2％減となり、13カ月

連続で低迷した。物価高と高金利

が個人消費を圧迫する状況が続い

ている。（表参照） 

下げ幅は前月の 2.9％から縮小し

た。分野別では食品・飲料・たばこ

が 1.5％減、非食品（自動車燃料を

除く）が 0.1％増だった。 

EU27 カ国ベースの小売業売上

高は 0.9％減。主要国はスペインが

5.9％増と好調を維持したが、ドイ

ツが 0.1％、フランスが 3.1％の幅で

落ち込んだ。 

 

 

ユーロ圏の小売業売上高、13カ月連続で低迷 

<EUR11616> 

5月 6月 7月 8月 9月 10月

ユーロ圏 -2.1 -0.8 -0.8 -1.8 -2.9 -1.2

EU27カ国 0.0 -1.0 -1.0 -1.8 -2.6 -0.9

ベルギー -7.6 -4.0 -5.0 -8.5 -8.4 -3.6

ブルガリア 1.8 2.4 1.6 0.1 0.0 3.1

チェコ -6.3 -3.8 -2.1 -2.8 -4.1 C

デンマーク -2.6 -0.1 -4.3 -1.2 1.3 4.2

ドイツ -1.7 -0.6 -1.8 -2.2 -3.6 -0.1

エストニア -9.6 -8.7 -8.6 -7.9 -6.1 -5.5

アイルランド 3.0 4.0 -0.2 1.7 0.8 0.1

ギリシャ 0.2 -7.9 -2.9 -3.3 -3.3 C

スペイン 7.3 7.6 8.5 8.1 7.5 5.9

フランス -3.8 -1.9 0.0 -2.1 -3.3 -3.1

クロアチア -1.0 -2.0 -1.0 -3.8 -1.4 2.8

イタリア -4.7 -3.1 -3.4 C C C

キプロス 6.3 7.0 7.2 3.9 3.3 2.6

ラトビア -1.4 -2.1 -1.9 -3.0 -4.4 -2.8

リトアニア -0.9 -0.8 -1.8 -1.4 -2.4 -0.6

ルクセンブルク 6.2 10.8 5.2 2.2 -0.6 3.1

ハンガリー -12.3 -8.3 -7.6 -7.0 -7.3 -6.5

マルタ 3.2 3.4 2.1 2.4 -0.2 -0.6

オランダ -4.8 -0.7 -3.7 -2.2 -3.7 -0.6

オーストリア -3.7 -1.4 0.0 -2.6 -7.1 -3.3

ポーランド -2.6 -1.2 -2.4 -1.0 -0.6 2.1

ポルトガル 2.8 3.6 3.9 -0.4 1.5 0.5

ルーマニア 3.1 1.7 1.1 0.4 -0.1 1.0

スロベニア -12.7 -15.8 -16.2 -21.6 -16.4 -15.6

スロバキア -8.1 -5.3 -4.4 -2.1 -5.1 -0.4

フィンランド -2.2 -3.9 -2.3 -2.6 -3.5 -0.8

スウェーデン -6.3 -5.6 -4.4 -3.1 -4.4 -1.0

C 未公表

：データなし

小売業売上高の変動率（国別・前年同月比 ％）
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EU 統計局ユーロスタットが 5

日に発表したユーロ圏の 10 月の

生産者物価（建設業を除く）は前年

同月比で 9.4％の低下だった。マイ

ナスとなるのは 6 カ月連続。下げ

幅は前月の 12.4％から縮小した。

（表参照） 

分野別ではエネルギーが 25％、

鉄鋼など中間財が 5.3％下落した。

資本財と耐久消費財は 3.7％、非耐

久消費財は 4.2％の上昇となった

が、伸び率は前月から縮小した。 

EU27カ国ベースでは 8.7％下落。

主要国はドイツが 11.1％、フランス

が 1.2％、イタリアが 12.4％、スペイ

ンが 7.8％のマイナスだった。 

<EUR11617> 

ユーロ圏 5月 6月 7月 8月 9月 10月

中間財 -1.5 -2.8 -4.0 -4.5 -4.8 -5.3

エネルギー -13.5 -16.5 -24.2 -30.6 -31.2 -25.0

資本財 5.7 5.3 4.8 4.5 4.1 3.7

耐久消費財 6.7 5.9 5.1 4.7 4.3 3.7

非耐久消費財 9.7 8.9 7.6 6.6 5.5 4.2

EU27カ国

中間財 -1.3 -2.7 -3.9 -4.5 -4.7 -5.3

エネルギー -10.6 -14.0 -21.5 -28.2 -28.5 -22.7

資本財 5.5 5.2 4.6 4.3 3.9 3.5

耐久消費財 6.5 5.6 4.6 4.1 3.7 3.1

非耐久消費財 9.9 9.0 7.6 6.6 5.4 4.0

5月 6月 7月 8月 9月 10月

ユーロ圏 -1.6 -3.4 -7.6 -11.5 -12.4 -9.4

EU27カ国 -0.5 -2.4 -6.6 -10.4 -11.2 -8.7

ベルギー -9.6 -12.4 -12.8 -16.6 -18.0 -20.5

ブルガリア -7.0 -11.4 -18.1 -27.2 -32.0 -25.9

チェコ 3.6 1.9 1.4 1.8 0.8 0.2

デンマーク 0.9 -1.4 -4.4 -10.4 -8.4 -4.0

ドイツ 1.6 0.5 -5.8 -12.5 -14.7 -11.1

エストニア -4.6 -6.2 -8.2 -10.9 -5.9 -6.2

アイルランド -9.7 -17.1 -39.5 -51.2 -38.9 -5.0

ギリシャ -10.6 -7.2 -5.9 -8.3 -4.7 -14.7

スペイン -6.8 -8.0 -8.7 -9.9 -8.5 -7.8

フランス 5.7 3.1 0.9 -1.1 -1.5 -1.2

クロアチア 3.7 4.2 3.6 4.0 1.5 -0.5

イタリア -6.8 -8.2 -13.8 -16.1 -18.3 -12.4

キプロス 4.1 3.7 -3.6 -4.0 -2.1 -2.3

ラトビア 11.5 3.2 -3.0 -14.8 -13.5 -14.3

リトアニア -1.7 -6.8 -6.1 -6.6 -7.3 -9.8

ルクセンブルク 3.9 4.8 23.5 25.4 23.8 18.4

ハンガリー 36.3 29.5 18.8 7.8 7.1 0.1

マルタ 1.9 1.5 1.2 1.1 0.8 0.3

オランダ -4.6 -7.9 -13.3 -15.1 -12.1 -7.8

オーストリア 4.7 1.9 -1.4 -3.2 -5.7 -6.2

ポーランド 5.0 2.2 -0.6 -2.3 -2.5 -3.2

ポルトガル -5.5 -7.5 -6.0 -5.1 -5.2 -5.4

ルーマニア 11.4 6.3 0.4 -4.2 -1.0 -2.9

スロベニア 9.2 7.4 6.8 3.8 3.1 2.5

スロバキア 21.0 18.2 17.8 9.8 1.4 1.1

フィンランド -4.8 -7.9 -8.6 -8.0 -8.9 -6.9

スウェーデン -3.7 -4.8 -5.4 -9.3 -9.6 -7.1

生産者物価指数：分野別変動率

(前年同月比　％)

生産者物価指数：国別変動率

(前年同月比　％)

ユーロ圏生産者物価 
6カ月連続で下落 
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自動車部品大手の独コンチネン

タルは 4日の投資家説明会で、収益

力強化に向けた戦略を明らかにし

た。同社は自動運転や車両ネット

ワーキングを手がけるオートモ

ティブ部門が業績の大きな足かせ

となっており、株主の間に不満が

蓄積。抜本的な経営の見直しが必

要となっている。 

オートモティブ部門ではディス

プレーやヒューマン・マシン・イン

タフェース（HMI）を手がけるユー

ザーエクスペリエンス事業を組織

的に分離することを決めた。また

これとは別に、売上規模で計 14億

ユーロに上る事業についても何等

か措置を検討する。さらに、組織の

スリム化、研究開発費の抑制を通

して同部門のコストを 2025年まで

に 4億ユーロ圧縮する意向だ。研究

開発費については世界に 82カ所あ

る拠点の集約などを通して、対売

上比率を中期的に 23 年の約 12％

（見通し）から 10％未満に引き下

げる。 

好調なタイヤ部門については

データに基づくサービスや電動車

向け製品など将来性の高い事業を

一段と強化していく。 

タイヤ以外のゴム製品事業を手

がけるコンチテック部門では売り

上げに占める産業向け事業の割合

を中期的に現在の 55％から 60％に

拡大。その後はさらに 80％へと引

き上げていく。自動車部品を製造

する OESL（相手先商標製品ソ

リューション）事業に関しては 2年

以内に完全分離する意向を 8 月に

表明済み。戦略投資家の受け入れ、

合弁化、売却などを視野に入れて

いる。 

コンチネンタルは将来性の高い

分野に経営資源を絞り込むこと

で、売上高を23年の410億～430億

ユーロ（見通し）から 2～ 3年後に

440 億～ 480 億ユーロへと拡大。3

～5年後には510億～560億ユーロ

を達成する。売上高営業利益率

（EBITベース）についても今後 2

～ 3 年で 8 ～ 11％を確保できるよ

うにする。 

<EUR11618> 

 

 

化学大手の独 BASF は 7 日の投

資家説明会で組織再編方針を表明

した。同社の統合生産体系（フェア

ブント・システム）との関連が低い

電池材料、コーティング、農業ソ

リューションの 3 事業を法的に自

立化。顧客の特殊ニーズに対応し

やすくする。収益力を強化する狙

いがある。 

フェアブントは「統合・つなが

り」を意味するドイツ語。BASFは

本社所在地ルートヴィヒスハー

フェンをはじめ世界に計 6 カ所の

フェアブント拠点（統合生産拠点）

を持ち、基礎化学品から高付加価

値製品に至る効率的なバリュー

チェーンを構築している。原材料

やエネルギーの節約、温室効果ガ

スの排出量抑制、物流コストの削

減といったシナジー効果がある。 

電池材料など 3 事業はこのシス

テムとの関連が相対的に低いこと

から、法的に自立した事業体とし、

自由な活動の余地を増やした方が

良いと判断した。 

3事業を分離する考えはない。マ

ルティン・ブルーダーミュラー社

長は「わが社は統合された企業に

とどまる」と述べ、BASFを持ち株

会社化したり、これら事業を売却

する可能性を明確に否定した。 

<EUR11619> 

 

BASFが組織再編、電池材料など3事業を法的に自立化 

コンチネンタルが組織再編、ディスプレー事業などを分離へ 

 

西欧 

 

ドイツ経済ニュースを読んで 

ドイツ経済に強くなろう ドイツ経済の  

最新動向をお伝えしています 

https://fbc.de/business/newsletter/#sc
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スイス製薬大手ロシュは 4日、米

同業カーモット・セラピューティ

クスを買収することで合意したと

発表した。カーモット・セラピュー

ティクスは 2 型糖尿病と肥満症の

治療薬を開発する企業。ロシュは

同事業分野から一度、撤退したが、

市場が急拡大していることから再

参入する。来年第 1四半期の買収手

続き完了を見込んでいる。 

カーモットは血糖値を下げる働

きのある GLP-1 受容体作動薬とい

うタイプの医薬品を開発してい

る。同薬はインスリンの分泌を促

し、血糖値の上昇と食欲を抑制す

ることから 2型糖尿病のほか、肥満

症にも効果がある。カーモットの

パイプラインの中で開発が最も進

展しているのは「CT-388」という製

品で、現在、第 2相臨床試験が行わ

れている。 

ロシュは同社を最大 31億ドルで

買収する。まずは 27億ドルを支払

い、事業目標の進捗度に応じてマ

イルストーンを最大 4 億ドル上乗

せする。 

製薬業界では米イーライリリー、

デンマークのノボ・ノルディスクが

同分野で有力な製品を生産・販売し

ている。需要が大きいうえ、将来性

も高いことから、両社とも生産能力

を積極的に拡大している。 

ロシュは 2018 年、GLP-1 受容体

作動薬事業をイーライリリーに売

却し、撤退した経緯がある。 

<EUR11620> 

自動車部品大手の独ボッシュは

6日、物流事業向けにサービスを提

供するデジタルプラットホームの

運用を開始したと発表した。 

同社は「L.OS」というプラット

ホームを立ち上げた。トラックの

積載効率化や荷物の流れの監視、

注文処理などの分野でサービスを

一手に提供。物流業界が抱える効

率化や持続可能性といった課題の

解決に寄与していく。米アマゾン・

ウェブ・サービス（AWS）のクラウ

ドでサービスが提供される。 

主に中小企業の利用を考えてい

る。ボッシュによると、世界の物流

業界に占める中小企業の割合は

95％を超え、約 90％は車両台数が

5台未満にとどまる。そうした企業

も同プラットホームを通してデジ

タル化の恩恵を受けられるように

なり、業務効率を改善できる。 

同サービスを展開するため独自

の事業ユニットを立ち上げた。従

業員数は 400 人強。2030 年までに

売上高を約 5 億ユーロとすること

を目指している。 

欧州、インド、米国の運送会社 50

社が最初の顧客となった。内訳は

ドイツとインドがそれぞれ 20社、

米国が 10社。 

<EUR11621> 

 

 

ボッシュが物流用プラットホームの運用開始 

ロシュが米社買収で 
肥満薬事業に再参入 

 

燃料電池システムメーカーの仏

シンビオは 5 日、仏オーヴェル

ニュ・ローヌ・アルプ地域圏のサ

ン・フォンに同社初のギガファク

トリー「SymphonHy」を開設した。 

同工場の燃料電池システムの生産

能力は現在、年1万6,000システムで、

2026年までに年 5万システムに拡大

する計画。面積は現在の2万 6,000平

方メートルから、2026年までに 4万

平方メートルに拡大する予定。 

「SymphonHy」は、欧州連合（EU）

とフランス政府が欧州共通関心の

重要プロジェクト（「IPCEI」）を

通して 10億ユーロを投資している

戦略的産業・技術プロジェクト

「HyMotive」の一環に位置づけら

れる。「HyMotive」では、2番目の

ギガファクトリーの建設も計画し

ており、フランス国内の生産能力

を2028年までに合計で2倍の年10

万システムに引き上げる計画。ま

た、「HyMotive」を通して、1,000人

の雇用創出を見込んでいる。 

シンビオは、フランスの自動車

部品大手フォルヴィア、タイヤ大

手ミシュラン、欧州自動車大手の

ステランティスが出資する燃料電

池事業の合弁会社。シンビオの従

業員数は、2019年の 50人から、現

在は 750人超に拡大している。 

ステランティスはすでに、燃料電

池システムを搭載した小型商用車

（プジョー「eエクスパート」、シ

トロエン「eジャンピー」、オペル

「ヴィヴァロ e」）を市場投入して

いる。今後さらに、大型バンや、傘

下のブランド「ラム（Ram）」のピッ

クアップ、北米市場向けの大型ト

ラックにも燃料電池システムを導

入していく方針を示している。 

<EUR11622> 

仏シンビオ 
燃料電池システムのギガファクトリー「SymphonHy」を開設 

 



12 

2023年12月11日 | No.468 

© 2023 FBC Business Consulting GmbH 

独自動車部品大手のボッシュは

7日、工場で使用する人工知能（AI）

ソリューションの訓練工程に生成

AI（人工知能）を活用するパイロッ

トプロジェクトをドイツの 2 工場

で開始すると発表した。これによ

り、AI ソリューションの導入まで

にかかる期間を大幅に短縮できる

と見込んでいる。 

具体的には、ヒルデスハイムと

シュツットガルト・フォイヤー

バッハの 2 工場で、光学検査用の

AI ソリューションの開発や拡張、

既存の AIモデルの最適化に、生成

AI が作成する合成画像や大量の

データを使って訓練した基盤モデ

ル（ファウンデーションモデル）を

使用する計画。これにより、プロ

ジェクトの計画から導入までにか

かる期間を現在の 6 ～ 12 カ月か

ら、数週間に短縮できると見込ん

でいる。 

パイロットプロジェクトで好結

果が得られれば、他の拠点にも同

様の訓練工程を導入する方針を示

している。 

<EUR11623> 

独自動車大手のフォルクスワー

ゲン（VW）がポーランドでも中核

モデル「ゴルフ」を生産する方針

だ。先月半ばに監査役会が承認し

たもので、ヴォルフスブルク本社

工場と並行して市場に供給する。

本社工場の生産台数は従来通りと

し、2027 年から増産分をポーラン

ドのポズナニ工場に担当させる。 

ポズナニ工場はミニバン／トー

ルワゴン「キャディ」を手がける。

累計生産台数 3,700万台の「ゴルフ」

を手がけることで、中期的に拠点の

安定運営と雇用維持が見込まれる。

長期的には電池式電動商用車の生

産へ移行する予定だ。鋳造工場も将

来、電動車向けアルミニウム部品を

専門に扱うようになる。 

ポズナニにおける「ゴルフ」生産

はミディアム・ノックダウン

（MKD）方式で行われる。供給され

る車体をポズナニで塗装して組み

立てる。部品調達先はヴォルフス

ブルク工場と基本的に同じ。キャ

ディとの混流生産を行う。 

ただ、具体的にどのバージョンを

担当し、何台生産するのかなど詳細

計画は明らかになっていない。 

なお、VWの新電動商用車モデル

「SPACE」の第 1 号は大型バンの

「クラフター」をフルモデルチェ

ンジした電池式電動車となる見通

しだ。これは同じポーランドにあ

るヴジェシニャ工場が製造するこ

とになっている。 

<EUR11624> 

独VW、ポーランドでも「ゴルフ」製造へ 

独ボッシュ 
AIの訓練工程に生成AIを活用 

 

東欧・ロシア・その他 

 

中国・三花控股集団の自動車部

品製造事業である浙江三花汽車零

部件（三花汽零）がポーランドに新

工場を設置する。電動車（EV）・ハ

イブリッド車（HV）向け熱管理シ

ステムを生産する目的だ。投資額

は 1億 6,000万～ 1億 800万ズロチ

（3,700万～ 4,800万ユーロ）。350

人の雇用創出が見込まれている。 

新工場の立地は南部ティシのカ

トヴィツェ特別経済地区（KSSE）。

敷地面積は 1万 3,000平方メートル

を超える。冷却ユニット、熱交換器、

バルブ、ヒートポンプを生産する計

画だ。当初の従業員数は 100人で、

2025年までに 350人に増員する。 

親会社の三花控股は空調機器部

品の世界大手。06年以来、ティシで

家電部品を製造しており、19 年か

らは自動車用プラスチック部品も

手がけている。 

ポーランドはここ数年、EV業界

企業の投資が相次いでいる。独

フォルクスワーゲン（VW）は 10

月、ニサでのバッテリー部品工場

建設に 17億ユーロを投じると発表

した。メルセデスベンツは昨年、10

億ユーロをかけてグループ初の

EV 専門工場をポーランドに設置

する計画を明らかにした。ス

ウェーデンのボルボ・カー（吉利汽

車傘下）は間もなく、クラクフで

EV テクノロジーセンターを開所

する。韓国の SK ネクシリスは昨

年、スタロヴァ・ヴォラで建設費 6

億 2,700 万ユーロの工場を着工し

ている。 

（1PLN=36.76JPY） 

<EUR11625> 

中国EV部品メーカーの三花汽零、ポーランドに新工場設置 
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電動車（EV）バッテリー大手の韓

国 LG エナジー・ソリューション

（LGES）は 7日、ポーランドの電池

製造大手インパクト・クリーンパ

ワーテクノロジー（ICPT）と電気バ

ス用のバッテリーモジュールの供

給契約を結んだと発表した。今後 3

年間で大型の商用 EV約 3,000台分

に相当する約 20万個のモジュール

を供給する。取引額は明らかにさ

れていない。 

モジュールはポーランド南西部

のヴロツワフ工場で製造し、ICPT

がワルシャワ近郊のプルシュクフ

に持つ「ギガファクトリー・エック

ス」でバッテリーパックとシステ

ムに組み立てる。三元系正極材

（NCM）技術を採用し、乗用車の最

大 11倍の高いエネルギーが流れる

大型商用 EV の航続距離延長と耐

久性の向上を図る。すでに同国の

バス大手ソラリスによる調達が決

まっている。 

LGES のヴロツワフ工場は敷地

面積が約 100ヘクタール。年産能力

は 70ギガワット時（GWh）と、欧州

における自動車産業向けリチウム

イオン電池の工場としては最大級。 

ICPT のギガファクトリー・エッ

クスは、生産棟と試験施設、研究開

発センターを合わせた面積が 1 万

6,300 平方メートル。電動バス・ト

ラックや鉄道向け製品のほか、再

生可能エネルギー市場向けの定置

用蓄電システムも製造する。 

<EUR11626> 

韓国LGの電気バス用バッテリーモジュール 
ポーランドのICPTに供給 

マクニカは 5日、ハンガリーの人

工知能（AI）・自動運転技術スター

トアップ企業、エーアイモーティ

ブ（aiMotive）と戦略提携すると発

表した。国内外の自動車メーカー

やティア 1 サプライヤー向けに、

エーアイモーティブの自動運転シ

ミュレーションシステム「エーア

イシム（aiSim）」を提供していく。

シミュレーターやデータセットな

どのツールも併せて提供し、先進

運転支援システム（ADAS）や自動

運転（AD）用ソフトウエア開発の

大幅な効率化を支援する。 

ADAS と AD のソフト開発は高

度化が著しく、製品化のためには

事前のシミュレーションが非常に

重要となっている。一方、従来の公

道試験や物理テストは天候条件や

シナリオ数などで制限が多く、検

証作業に膨大な時間を要する。 

エーアイシムは様々なセンサー

をベースにした複雑なシミュレー

ション環境や、最新のレンダリン

グ技術に基づく天候の再現、1,500

以上の事前定義のシナリオなどを

特徴とし、長距離の走行テストや

過酷な運転シナリオで AD システ

ムを検証するための優れたテスト

環境を提供する。ユーザーはこれ

により検証作業に要する時間とコ

ストを大幅に削減し、開発期間の

短縮と競争力の強化を実現でき

る。同システムは自動車用機能安

全規格の「ISO26262」で定義された

最高水準のリスクレベル「ASIL-D」

に対応している。 

エーアイモーティブは 2015年の

設立。22 年末から欧州自動車大手

ステランティスの傘下にある。 

<EUR11627> 

 

 

マクニカがハンガリーのaiMotiveと提携 
ADシミュレーションシステムを顧客に提供 

欧州自動車大手ステランティス

は「フィアット・パンダ」の電動モ

デルをセルビア中部クラグイェバ

ツの工場で生産する。同国のブ

チッチ首相が 3日、伊メローニ首相

との会談後に明らかにした。同国

で電動車が生産される初のケース

となる。生産開始の時期について

は言及されていない。 

新モデルは 2024年半ばごろに発

売の予定。価格はハイブリッド

（HV）タイプが約 1 万 5,000 ユー

ロ、航続距離 200km の電気自動車

（EV）タイプが 2 万ユーロからと

見込まれている。フィアット・パン

ダの現行モデルは伊ナポリ近郊の

工場で生産されている。 

ステランティスとセルビア政府

は 2022年、以前「フィアット 500L」

を生産していたクラグイェバツ工

場での電動車生産に向け、総額 1億

9,000 万ユーロを共同投資する契約

を結んだ。工場は同社と政府の合

弁 FCAセルビアが運営しており、

出資比率はそれぞれ 67％、33％と

なっている。 

<EUR11628> 

 

「フィアット・パンダ」の電動モデル 
セルビア工場で生産 
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欧州為替・株価指標        ＜2023年11月27日～12月8日＞ 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

FTSE 100 （ロンドン）

出所：欧州中央銀行、ロンドン証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油 （先物／1バレル当たり／単位：ドル）                                

対ドル

ユーロ相場       

1.0951 

1.0949 1.0985 1.0931 1.0875 1.0868 1.0817 1.0778 1.0771 1.0777 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日

0.8667 0.8682 

0.8653 0.8637 
0.8605 0.8579 0.8572 

0.8561 0.8575 0.8569 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日

7,452.18 
7,403.25 7,408.79 7,387.09 

7,453.75 7,476.85 7,460.21 7,486.80 7,480.49 7,509.83 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日

73.01 
74.31 75.28 73.31 72.64 72.00 

71.38 
68.90 69.11 70.36 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日

0.9640 0.9645 0.9628 
0.9562 0.9530 0.9476 

0.9456 0.9429 0.9446 0.9438 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日

162.86 162.74 162.12 161.19 161.14 
159.47 159.13 158.70 156.18 

155.53 

27日 28日 29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日
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